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諮問第１１２号 

答   申 

 

第１ 審査会の結論 

山梨県教育委員会（以下「実施機関」という。）が令和３年１０月６日付け

甲南高第２０７９号で行った行政文書一部開示決定処分及び令和３年１０月６

日付け甲一高第２１１３３２号で行った行政文書一部開示決定処分は、いずれ

も妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 行政文書の開示請求 

審査請求人は、令和３年９月１８日付け（同月２１日受理）で、山梨県情

報公開条例（平成１１年山梨県条例第５４号。以下「条例」という。）第７

条第１項の規定に基づき、実施機関に対し、甲府南高等学校及び甲府第一高

等学校（以下、併せて「両校」という。）に関する令和３年４月１日以降に

労働安全衛生法に基づいて作成された次の文書の開示請求（以下、「本件請

求」という。）を行った。 

(1) 実施した安全衛生委員会の議事録又は議事の概要（以下「本件対象文書

１」という。） 

(2) 衛生管理者が行った作業場等の巡視の状況又は結果が分かる資料（以下

「本件対象文書２」という。） 

(3) いわゆる産業医が行った作業場等の巡視の状況又は結果が分かる資料

（以下「本件対象文書３」という。） 

(4) 産業医が毎月１回作業場を巡視していない場合において、労働者の健康

障害を防止し又は労働者の健康を保持するために必要な情報であって衛生

委員会等における調査審議を経て事業者がいわゆる産業医に提供した資料

（以下「本件対象文書４」という。） 
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(5) 労働安全衛生規則第５２条の２第１項の「超えた時間」が１月あたり 

８０時間を超えた労働者の氏名及び当該労働者に係る超えた時間に関する

情報で産業医へ提供したもの（以下「本件対象文書５」という。） 

２ 実施機関の決定 

実施機関は、本件請求に対して、条例第１２条第１項の規定に基づき、次

のとおり甲府南高等学校が所管する文書について令和３年１０月６日付け甲

南高第２０７９号をもって行政文書の一部を開示する旨の決定を行い、甲府

第一高等学校が所管する文書について令和３年１０月６日付け甲一高第２１

１３３２号をもって行政文書の一部を開示する旨の決定（以下併せて「本件

処分」という。）を行い、いずれも審査請求人に通知した。 

(1)  本件対象文書１及び３から５までに係る部分 

当該情報が記録された行政文書を作成し、又は取得しておらず、存在しな

い。 

(2)  本件対象文書２に係る部分 

本件対象文書２に該当する行政文書として、甲府南高等学校及び甲府第一

高等学校の保健日誌を特定し、条例第８条第１号に定める個人に関する情報

に該当する部分を不開示とした。 

３ 審査請求 

審査請求人は、実施機関に対して、本件処分を不服として、令和３年１０

月１５日付けで行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に

よる審査請求を行った。 

 

第３ 審査請求の趣旨及び理由 

１ 審査請求の趣旨 

審査請求の趣旨は、本件処分のうち本件対象文書１、本件対象文書３及び

本件対象文書５に係る部分をいずれも取り消し、これらの部分を開示すると

の決定を求めるというものである。 
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２ 審査請求の理由 

審査請求人が、審査請求書及び反論書で主張している内容は、おおむね次

のとおりである。 

(1) 本件対象文書１について 

労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号。以下「規則」という。）

第２３条第１項において、安全衛生委員会を毎月１回以上開催するようにし

なければならないとされている。 

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号。以下「法」という。）第３条

第１項において、「事業者は（中略）職場における労働者の安全と健康を確

保するようにしなければならない。」とされているため、多くの民間事業者

は、安全衛生委員会を毎月１回以上開催しているものと思料する。 

安全衛生委員会の実施は努力義務といえども、対象期間に季節の変わり目

があり、新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、実施が皆無であること

は社会通念上考えられない。 

よって、安全衛生委員会は行われているはずであり、対象文書が不存在と

するのは不合理である。 

(2) 本件対象文書３について 

規則第１５条第１項において、産業医の作業場等の巡視の頻度に関わる記

載があり、「毎月１回以上（中略）少なくとも２月に１回」とされている。

開示請求の対象とした期間(満５か月)を考慮すると、少なくとも２件以上の

巡視結果に関わる資料があってしかるべきである。 

職場巡視報告書は、産業医や事業者が法で定められた安全衛生活動を確実

に実施し、事業者が安全配慮義務を果たしていることを証明する書類である

ことから、義務の有無にかかわらず、作成するべき書類である。 

(3) 本件対象文書５について 

規則第５２条の２第１項の「超えた時間」が１月あたり８０時間を超える

労働者に関する情報は、厚生労働省令で定めるところにより産業医に提供し

なければならない。 

公立学校の教職員は平時から過重労働の状態にあり、さらに、新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大で業務多忙な折であるから、規則第５２条の２第

１項の「超えた時間」が１月あたり８０時間を超える労働者は数多くいるも
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のと予想する。両校においても同様の状態にあり、当該労働者は令和３年４

月１日以降在籍していたものと予想する。 

したがって、当該情報を産業医へ情報提供しているはずであるため、不存

在とするのは不合理である。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が弁明書において説明している内容は、おおむね次のとおりである。 

１ 本件対象文書１ 

両校は労働者である教職員５０人以上の事業場として、山梨県教育委員会

安全衛生管理規程第１１条第１項に基づく安全衛生委員会を設置している。

安全衛生委員会については、規則第２３条の規定により、毎月１回以上開催

するようにしなければならないとされているところ、両校は例年、安全衛生

委員会を実施しているが、昨年度の令和３年１月に開催以後、本件請求の日

まで開催していなかった。したがって、当該行政文書は不存在のため不開示

とした。 

２ 本件対象文書３ 

両校では例年、産業医による巡視を年に数回実施しているが、その状況及

び結果については、巡視において特筆すべき事項がなかったことや、法令上

必ずしも作成する必要はないと認識していたことから、当該行政文書を作成

しておらず、不存在として不開示とした。 

３ 本件対象文書５ 

両校では、いわゆる超勤４項目での「超えた時間」が１か月あたり８０時

間を超えた労働者に該当する者がなく、報告書の提出をしていないことから

当該行政文書は不存在のため、不開示とした。 

 

第５ 審査会の判断 

本件請求に対して、実施機関は本件対象文書１、本件対象文書３及び本件対

象文書５については、当該行政文書を作成し、又は取得しておらず、存在しな
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いとして、本件処分を行った。これに対して、審査請求人は、本件対象文書１、

本件対象文書３及び本件対象文書５の開示を求めていることから、以下、本件

処分の妥当性について、次のとおり検討する。 

(1) 関係法令の定め 

事業者は、労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職

場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を

確保するようにしなければならない（法第３条第１項）。 

ア 衛生委員会等の設置 

事業者は、常時５０人以上の労働者を使用する事業場においては、安全

委員会（法第１７条）及び衛生委員会（法第１８条）を設けるか、又はこ

れらに代えて安全衛生委員会を設置しなければならない（法第１９条、労

働安全衛生法施行令（昭和４７年政令第３１８号。以下「令」という。）

第８条及び第９条）。このことを踏まえ、山梨県教育委員会安全衛生管理

規程（昭和５３年山梨県教育委員会訓令甲第３号）では、県立学校ごとに

安全衛生委員会を設置する旨を定めている（第１１条）。これらの委員会

は毎月１回以上開催するようにしなければならず（規則第２３条第１項）、

開催の都度、所定の事項を記録しなければならない（同条第４項）。 

イ 衛生管理者等の選任 

事業者は、上記と同様に、常時５０人以上の労働者を使用する事業場に

おいては、衛生管理者を選任し（法第１２条、令第４条）、衛生管理者は

毎週１回作業場等を巡視しなければならず（規則第１１条）、また、医師

のうちから産業医を選任し、産業医に労働者の健康管理等を行わせなけれ

ばならない（法第１３条、令第５条）。 

ウ 産業医の職務等 

選任された産業医は、労働者の健康管理等を行うのに必要な医学に関す

る知識に基づいて、誠実にその職務を行わなければならない（法第１３条

第３項）。その職務の一例として、原則として毎月１回、衛生管理者から

上記の巡視の結果の報告を受けている場合には２か月に１回、作業場等を

巡視しなければならない（規則第１５条）。 

また、産業医を選任した事業者は、労働者の労働時間に関する情報その



 
 

6 

 

他の産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必要な情報として、

休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働させた場合におけるそ

の超えた時間が１か月当たり８０時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認めら

れる者について、当該労働者の氏名等及び当該超えた時間に関する情報を

提供しなければならない（法第１３条第４項、規則第１４条の２第１項第

２号、規則第５２条の２第１項）。 

エ 時間外勤務の規制（いわゆる超勤４項目） 

山梨県学校職員の正規の勤務時間については、山梨県学校職員の勤務時

間等に関する条例（昭和２９年４月１日条例第２７号。以下「勤務時間条

例」という。）第３条以下に定めがあるが、学校職員のうち教育職員をこ

の正規の勤務時間を超えて勤務させる場合は、「条例に定める場合に限る」

ものとされている（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する

特別措置法（昭和４６年法律第７７号。以下「給特法」という。）第６条

第１項）。 

このことを踏まえ、山梨県義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置に関する条例（昭和４６年１２月２０日条例第４７号。以下

「給特条例」という。）では、原則として時間外勤務を命じないものとさ

れ（給特条例第６条第１項）、時間外勤務を命ずる場合は、次に掲げる業

務に従事する場合で臨時又は緊急にやむを得ない必要があるときに限るも

のとされている（同条第２項各号）。 

一 校外実習その他生徒の実習に関する業務 

二 修学旅行その他学校の行事に関する業務 

三 職員会議(設置者の定めるところにより学校に置かれるものをいう。)

に関する業務 

四 非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする

場合その他やむを得ない場合に必要な業務 

(2) 本件対象文書１について 

ア 両校は例年、安全衛生委員会を実施しているが、昨年度の令和３年１月

に開催以後、本件請求の日まで開催していなかった。このことについて、

当審査会事務局職員をして実施機関に確認させたところ、実施機関から次

のとおり説明があった。 

イ 本来、安全衛生委員会は月１回以上の頻度で開催すべきであると認識し
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ていたが、おおむね月１回開催される職員会議や毎週の朝礼において、健

康管理についての啓蒙、定期健康診断への受診勧奨、熱中症対策やメンタ

ルヘルス対策等についての注意喚起を実施しており、新型コロナウイルス

感染症対策においても、生徒に係る対策だけでなく、職員間においても会

議では密を避ける、印刷機等の共用品は数時間ごとに消毒をするなどの感

染対策を徹底している。 

  これらのことについては、産業医から指示を仰ぎながら行っており、仮

に安全衛生委員会を月１回以上の頻度で開催したとしても、特筆すべき議

題がないことになるため、安全衛生委員会の開催は年数回にとどまってい

る。 

  このため、本件請求の期間中には開催がなく、議事録等の記録も作成さ

れていないため、文書不存在として不開示とした。 

ウ 上記の説明からすれば、文書不存在として不開示としたという主張に特

段不合理な点はなく、これを覆すに足りる事情も認められない。 

(3) 本件対象文書３について 

実施機関は、弁明書において、産業医による巡視を年に数回実施している

が、その状況及び結果については、特筆すべき事項がなかったことや、法令

上必ずしも記録を作成する必要はないと認識していたため、当該行政文書を

作成しておらず、文書不存在として不開示とした旨を主張する。 

このような運用については、一般的な観点からすれば、学校における安全

衛生管理体制のさらなる充実が必要と考えられるが、当該文書が存在しない

ことは事実であり、そのことにより不開示としたことは一応納得できるもの

である。これらのことからすれば、実施機関の主張に特段不合理な点はなく、

これを覆すに足りる事情も認められない。 

 (4) 本件対象文書５について 

ア 文書の特定の妥当性について 

(ア) 本件請求のうち本件対象文書５は、規則第５２条の２第１項の「超え

た時間」が１か月当たり８０時間を超えた労働者に関する文書の開示を

求めるものであり、これに対して、実施機関は、対象となる行政文書が

存在しない旨を説明する。実施機関の説明は、本件対象文書５として

「超勤４項目での「超えた時間」が１か月当たり８０時間を超えた労働

者に係る産業医への報告書」を特定し、当該労働者がいないことを理由
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に、当該文書が作成されていないとするものである。 

（イ）当該文書の特定方法について、当審査会事務局職員をして実施機関に

再度確認を求めたとことろ、次のとおり説明があった。  

（ウ）審査請求書及び反論書の記載内容からすれば、審査請求人が開示を求

める当該文書は、両校における「労働者」一般、すなわち学校職員を指

すものではなく、教育職員を指すものであることが明らかである。教育

職員について時間外勤務を命ずるのは、いわゆる超勤４項目に該当する

場合に限られており、この超勤４項目とは、給特条例第６条第２項各号

に掲げる業務を指すものである。そのため、規則第５２条の２第１項の

「超えた時間」が１か月当たり８０時間を超えた労働者についても、超

勤４項目で該当性を判断することとなる。 

したがって、本件対象文書５の特定に当たっても、「超勤４項目での

「超えた時間」が１か月当たり８０時間を超えた労働者に係る産業医へ

の報告書」を特定した。  

（エ）このような実施機関の説明は、関係法令の定め（勤務時間条例第３条、

給特法第６条第１項、給特条例第６条第１項及び同条第２項等）並びに

審査請求書及び弁明書の記載内容に符合するものであり、本件対象文書

５として当該文書を特定した理由に特段不合理な点はなく、当該文書を

特定したことは妥当であると認められる。 

イ 文書の存否について 

(ア) 超勤４項目での「超えた時間」が月８０時間を超えた者について、当

審査会事務局職員をして実施機関に確認させたところ、次のとおり説明

があった。 

(イ) 両校における超勤４項目での「超えた時間」が月８０時間を超えた者

について、改めて調査したところ、これに該当する者はいなかった。そ

のため、当該文書の作成も無いものであるが、正規の勤務時間外の在校

時間に応じて、配慮すべきと考えられる者については面接指導等を行っ

ており、関係法令の趣旨に照らして必要な対応を講じている。 

なお、教育職員ではない学校職員についても改めて調査を行ったとこ

ろ、規則第５２条の２第１項の「超えた時間」が月８０時間を超えた労

働者はいなかったため、当該労働者に係る文書の作成も無い。 
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(ウ) 実施機関の対応にも見られるとおり、関係法令の定めに照らせば、事

業者は、産業医による労働者の健康管理等が適切に行われるよう、必要

な情報を書面により速やかに提供するなど、所要の対応を講ずることが

望ましいものといえる。もっとも、そのような事情は格別、当該文書の

存否の判断を左右するものではない。これらのことからすれば、実施機

関の主張が妥当でないということはできず、これを覆すに足りる事情も

認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、その他縷々主張しているが、本件処分の妥当性は上記のと

おりであり、審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記の判断に影響を

及ぼすものではない。 

４ 結 論 

以上のことから、当審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判断す

る。 

５ 審査の経過 

審査会の調査審議の経過は、次のとおりである。 
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審  査  の  経  過 

年 月 日 審 議 事 項 

令和３年１２月１６日 
○諮問 

○実施機関から弁明書の写しを受理 

令和４年１月７日 ○審査請求人から反論書を受理 

令和４年１月２７日 

（令和３年度第４回審査会） 
○審議 

令和４年３月１１日 

（令和３年度第５回審査会） 
○審議 

令和４年３月３１日 ○答申 

 

 

 

            山梨県情報公開審査会委員      （五十音順） 

氏   名 役  職  名 備   考 

芦沢 幸彦 元代表監査委員  

伊藤 智基 山梨県立大学国際政策学部准教授 会長代理 

大島 わかな 弁護士  

東條 正人 弁護士 会長 

平井 貴美代 山梨大学大学院総合研究部教授  

 


